
３　明治２９年大日本塩業協会の設立から塩専売法の施行
大日本塩業協会設立
　日清戦争が起こると、全国塩業者は宮島で会合して大日本塩業同盟会を組織したが、清国への塩輸出が不可能であることを知り、国内塩業の改善の必要を認識し、戦争終結とともに同盟会を解散し、明治２９年塩業改善を目的とする大日本塩業協会を設立した。
塩業調査会
　明治３１年、塩業調査会を招集した農商務大臣大石正巳が、塩業改良方策樹立のため専売制実施も差し支えないと講演し、同省技師奥建蔵も塩業改良等の観点から専売制の必要を説いた。

塩業大会
　明治３２年の塩業大会で、大阪塩問屋代表塩川菊松も奥とほぼ同じ見地から実施の建議案を出し、多喜浜塩業者藤田達芳は塩田国有論を述べた。


　同年５月から台湾において台湾食塩専売規則が実施された。
台湾塩の輸入
　明治３３年には台湾塩の輸入が始まった。


　明治３４年に大日本塩業協会第５次総会で専売制調査方針が具体化し、協会内に塩業制度調査特別委員会が設けられた。

　明治３５年ごろから大蔵省にも財政専売（収益専売）への方向が兆し始めた。


　明治３６年、塩業制度調査特別委員会は協会第６次総会に中間報告の形で、塩業保護論的な民営専売論を提出した。


　また農商務省技師下啓介は公益専売論的な発想を述べた。

　明治３７年ごろから塩専売賛成・反対論が活発化した。

　明治３７年３月、第２０回帝国議会において、日露戦争の戦費予算の財源の一部にするため、塩消費税を含む非常特別税法案が提出されたが、貴族院議員で大日本塩業協会長を務める村田保は、専売制実施の必要性を説いた。これに対し曽弥荒助蔵相は次期国会に塩専売制法案を提出する旨答弁した。また塩業協会は塩消費税に反対し専売制を求める建議を提出した。同年１０月に大蔵省起案の塩専売法が閣議に提出され、さらに専売権の内容を明確となるよう修正して１１月議会に提出され、１２月３１日裁可、公布された。
塩専売法施行
　明治３８年６月１日から塩専売法が施行された。

　東京塩問屋・塩商人層は第２０議会のあと、塩専売反対同盟会を結成し、専売制反対、消費税は戦時財源としてやむをえぬとした。


　塩問屋としては、塩仕入れにおいて商才を発揮し利益を得る機会が、公定価格で仕入れた塩を仲買い、小売商に販売するのみでは利潤を得る機会が半減する。しかも問屋は製塩業者に前貸しして、生産塩を安く買収し、金利と資金を回収するという問屋制前貸しの妙味が失われる。専売実施は前貸金利を得られるとしても、買い入れ塩価の操作はできない。要するに塩を対象とした投機的利益を追求する機会が縮小する。また専売収益を付加することで、塩価が２．５倍になることは、問屋の運転資金の増大ともなる。また塩仲買・小売商にとっても、塩問屋ほどではないにしても同様な打撃を受けることとなる。以上のような反対理由からであった。

　製塩業者・塩田地主は、内地塩業が維持でき、外来塩の圧力による製塩間の過当競争を避けることができる。また専売制によって製塩者は塩市場から完全に隔離され、極端な利益を得る機会は失うが、生産塩の売れ残りや価格の暴落による損失をこうむることはなくなり、収益の保証された安定企業となる。専売制は塩業保護政策と受け止められたわけである。
